
































































































ん抱えつつ、在留期間 1 年の「研修生」が在留期間 3 年まで許される「技能実習」への在留
資格変更が可能になった。さらに、2010 年には、独立した在留資格である「技能実習」が
新しく設けられた。これにより、入国して 1 年目の外国人労働者は「技能実習 1 号」とい





















能実習 3 号」も付加され、所定の試験を合格した実習生だけが最長 5 年の滞在が認められ
るようになった。
　2018 年度末現在、日本全国では 328,360 人の技能実習生が在留し、その 1 割以上を占め
る 33,428 人は愛知県にいた。これは 2017 年末と比べて 19.7% の増加で、在留外国人数全



























　執筆時点で、政府の在留外国人に関する最新データは 2018 年 6 月現在に関するもので
あり、特定技能制度が 2019 年 4 月から実施となったため、実施後の動向はまだ把握でき











































人は、全国の在留外国人の推移と同様の伸びをみせ、2018 年 12 月末現在は 260,952 人で
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超えており、愛知県は 3.1％と、全国 9 位となっている。
　愛知県における技能実習生の推移を図 5 に示す。2015 年以降、技能実習生数は増加傾








て 154 事業所である。このうち、現在外国人を何らかの形で雇用している事業所は 54 事













































































雇用事業所では、30 ～ 99 人が全体の
1/3 を占め、100 ～ 299 人がそれに次い






業所が 29.8％と最も多く、次いで 2 人が
25.5％である。大規模事業所の場合、外国人正社員を 10 名以上雇用している事業所も 8.5％
ある。技能実習生（図 12）については、10 人以上雇用している事業所が 21.6％ある。2 人
雇用の事業所も 11.8％あるが、全体として、雇用している事業所とそうでない事業所とに
二分されている。パート・アルバイト（図 13）としての雇用は、全体の 2/3 以上がないと
回答している。派遣社員（図 14）は、同様に全体の 58.1％の事業所がいないと回答してい

















































































































































































































































































































































































































































































































































































・石田　智恵（2009）『1990 年入管法改正を経た〈日系人〉カテゴリーの動態 - 名づけと名乗






・松本 裕典（2012）『「新しい形の地域の日本語教室」と呼ばれて -「にほんご わせだの森」

















（5）2007 には、在日ブラジル人が 316,967 人、ペルー人が 59,696 人在留であったが、2018
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